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国内制約が高まる中での新たな展開第1章

ESCO事業者として省エネ支援に取り組む企業

兵庫県神戸市の株式会社洸陽電機（従業員25名、資本金7,800万円）は、省エネルギー支援事業、設備改修事業、
ESCO事業者支援事業を行う企業である。
同社は、運用改善・自動化による制御・高効率機器への更新等の様々な省エネ手法を検討して、費用対効果と省エネ
効果の両面から、顧客ごとに最適な省エネプランを提案し、関西を中心に全国で約2千件の導入実績を誇る。導入先は、
工場、病院、ホテル、量販店等多岐にわたり、中小企業も多い。
同社の山本吉大社長は、「中小企業への省エネ支援では、企業ごとに提案を変える必要があり、分かりやすい効果の
説明、きめ細やかなアフターフォロー等、柔軟な対応が求められ、当社のような中小企業の方が対応しやすい。」と語り、
中小企業の省エネ支援に積極的である。一方、「中小企業の省エネは、資金調達が最大の課題であり、ESCO事業者が
初期投資費用を調達する場合でも、中小企業向けだと調達が難しい場合もある。省エネ効果を判断基準とし、中小企業
でも利用しやすい資金調達の仕組みが必要だ。」と話し、中小企業の省エネを促進する上での資金面の課題を指摘する。
同社の省エネ支援における一層の活躍が期待される。

【導入事例】病院へのESCO事業
＜取組内容＞
・吸収式冷温水発生機(都市ガス式)から高効率モ
ジュールチラー(電気式)へ更新
・空調冷温水ポンプのインバーター制御を導入
・病室のファンコイルユニットを大温度差式へ更新
・高効率照明、高輝度誘導灯への更新
・都市ガスコージェネレーションを小型化し更新
ESCO事業導入による省エネルギー効果（年間）

年間使用量 導入前 導入後 単位
都市ガス使用量 753,971 466,427 立方メートル

電気使用量 3,177,425 3,500,160 キロワット時
（ガス＋電気）
原油換算合計

1,420 1,168 キロリットル

エネルギー削減量：252キロリットル（原油換算値）
エネルギー削減率：約18％
削減金額	 ：約1,800万円

【導入事例】量販店へのESCO事業
＜取組内容＞
・ガスヒートポンプエアコンから高効率電気式ヒート
ポンプエアコンへ更新

・空調機の間欠制御運転・店内温度制御を実施
・初期照度補正付き高効率照明へ更新
・BEMS(ビル管理システム)導入によるエネルギーの
「見える化」による運用改善を実施

ESCO事業導入による省エネルギー効果（年間）
導入前 導入後 単位

対象店舗数 14 14 店舗
延床面積　合計 79,599 79,599 平方メートル

年間エネルギー使用量
原油換算合計

4,118 3,652 キロリットル

エネルギー削減量：466キロリットル（原油換算値）
エネルギー削減率：約11％
削減金額	 ：約2,800万円

〔事例 2-1-15〕C A S E

	 5	 グリーン・イノベーションに取り組む中小企業

ここまでは、中小企業を省エネ技術やノウハウ

を提供する「客体」として見てきたが、中小企業

は、自らが有する省エネ技術やノウハウを提供し

て他の企業の省エネを促進する「主体」でもあ

る。実際、中小企業の中には、少数ながら「自社

の技術・ノウハウを他社に提供することでビジネ

スにつなげたい」とする企業が存在する（前掲第

2-1-34図）。
2009年12月30日に閣議決定された「新成長戦

略（基本方針）～輝きのある日本へ～」に見られ

るように、我が国が世界をリードする「環境・エ

ネルギー大国」となるためには、中小企業の技術

を活かしたグリーン・イノベーションの推進が重

要になると考えられる。実際に、中小企業の中に

は、地球温暖化対策を制約強化によるリスクでは

なく、環境分野に大きな需要が生まれるチャンス

ととらえ、自社で培った技術・ノウハウを活かし

て省エネ支援事業に取り組む企業 43や地球温暖化

抑制に寄与する新製品の開発等の研究開発を行っ

ている企業 44も見られる。

43	 事例2-1-11及び事例2-1-15を参照。
44	 事例2-1-16及び事例2-1-17、事例2-1-18を参照。
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第 2部

中小企業の更なる発展の方策

第

２
節

国内クレジット制度を活用して省エネに取り組む企業

大分県玖珠郡の有限会社メルヘンローズ（従業員14名、資本金2,830万円）は、バラ生産業を営む企業である。同
社では、小畑和敏代表取締役の号令の下、国際化の中の生き残り戦略として、環境に配慮したバラ栽培や国内クレジッ
ト制度の活用を行うなど、積極的な環境経営に取り組んでいる。

こうした中、同社は、近年の燃料価格高騰や二酸化炭素排出量低減の動きから温室の暖房用の重油ボイラーの更新を
検討し、加温・冷却・除湿機能により、ハウス内環境をバラ生産に適した状態に保つことができ、収支計算でも有利と
なるヒートポンプを採用して、2009年度には、導入前の2002年度と比較して年間約1,400トン、約60％の二酸化炭素
排出量を削減した。この際に、機器の提案、製造元の紹介を行ったのが、東京都港区の昭光通商株式会社（従業員301
名、資本金80億2,179万円）である。

この結果、昭光通商株式会社は、有限会社メルヘンローズから、園芸用ヒートポンプの開発・導入による176トンの
二酸化炭素排出権を取得した。同排出権は、国内クレジット制度に基づく
もので、2008年12月3日〜2009年3月31日までの二酸化炭素排出量削
減実績値について、農業分野で初めて認証された。有限会社メルヘン
ローズでは、事業の終期である2012年度まで国内クレジットの取引を継
続的に行い、その収入を設備の維持費等に充てる予定である。

有限会社メルヘンローズの森宗一氏は、「当初は、申請手続や二酸化
炭素排出削減量の厳密な測定等、様々な不安があったが、地元の玖珠九
重農業協同組合の支援や全国農業協同組合連合会の排出量モニタリング
支援等により、助かった。費用も削減できたが、農業分野での二酸化炭
素排出量の削減の先駆けになれたことが嬉しい。この制度が全国に普及
してほしい。」と話す。

〔事例 2-1-14〕C A S E

バラ栽培のためのヒートポンプによる
加温・冷却・除湿用装置

Column コラム 2-1-6

ESCO事業は、Energy Service Company事業の略で、省エネを企業活動として行い、省エネに関する包括的なサービ
スを提供し、顧客の利益と地球環境の保全に貢献する事業である。具体的には、エネルギー診断に基づく省エネ提案、
提案実現のための省エネ設計及び施工、導入設備の保守及び運転管理、エネルギー供給に関するサービス、事業資金
の融通、省エネ効果の保証、省エネ効果の計測と徹底した検証、計測及び検証に基づく改善提案といったサービスを組
み合わせて顧客に提供する。

ESCO事業を活用する主な利点は、以下の4つが挙げられる。

1．�省エネ設備への投資費用は、省エネ設備導入等による経費削減分によって賄われるため、新たな負担を必要としな
い省エネの推進策である。

2．�ESCO事業者が省エネ効果を保証し、保証した省エネ効果が得られなかった場合は、ESCO事業者が顧客の損失を補
填する。

3．�ESCO事業者がエネルギーに関する包括的なサービスを提供するため、省エネの経験がなくても、人材が確保できな
くても省エネの実現が可能である。

4．ESCO事業者が省エネ結果の計測及び検証を行うので、保証された省エネ結果が得られたか否かが確認できる。

このように、ESCO事業は、中小企業の省エネ設備導入における課題である資金制約、省エネの経済性への疑問、省
エネの知識及び技術の不足等を補うとともに、確実な省エネ効果が見込めるため、中小企業の省エネの促進に大いに貢
献し得るものである。

ESCO事業

四角形


